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膀 米国 NNI がナノテク
ノロジーの戦略的計画
をまとめる










































































































の末、最終的に 12 月 23 日、法
案H.R.5382 が大統領署名によっ
て法律として成立した。本法で
は冒頭に、商業的有人飛行の促進
が掲げられている。従来の商業打
上げ法が情報通信、地球観測、微
小重力研究などのミッションに関
する衛星打上げの免許交付を規定
していたのに対し、今回成立した
法律では、法律制定後８年間に限
り、新たに民間の有人宇宙飛行に
対し「試験的認可（experimental 
permit）」を与え、これが免許と
同様の効力を持つことを追加し
た。運輸長官は、宇宙旅行事業を
申請した事業者に対して、公衆の
健康･安全の確保、国家安全保障
及び外交政策などの面で問題がな
ければ、120 日以内に認可を出す
ものとしている。宇宙旅行者に対
しては、宇宙飛行の危険性を十分
に理解し、自己責任で参加する
ことを求める。８年後には、安全
技術の進歩なども勘案して、打上
げから帰還までの旅客及び搭乗員
の安全確保や搭載品などに関する
厳密な基準の制定が予定されてお
り、その時点で「試験的認可」は
廃止される見込みである。
　民間の有人宇宙船開発の意欲
に劣らず、国レベルでの有人宇
宙船開発計画も活発で、スペー
スシャトル計画終了後の搭乗員
輸送を担う米国の「CEV（Crew 
Exploration Vehicle）」、複数人員
を数日間搭乗させる中国の「神
舟」、ソユーズ宇宙船の後継機と
なるロシアの「クリーペル（クリ
ッパー）」などの開発の動きがあ
り、今後、さまざまな有人宇宙輸
送システムが競い合う状況になる
と予想される。
観点からも関係が示されている。
　さらに、本計画では施設整備の
ロードマップやプログラムの管理
体制なども明確化されている。
